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?.問 題
１.中国における特別支援教育の現状
経済の躍進、そして国際化や情報化の急速な進展と
ともに、中国の社会は大きな転換期を迎えている。教
育の分野では、誰もが教育を受けることができるよう
機会均等の重要性が認識され、生涯学習社会の構築が
目指されるようになった(何十月,2013)。障害のある
子どもに対する教育は、社会全体で解決すべき重要な
課題と位置づけられている(中国国務院,2011)。中国
は2008年に国連の「国際障害者権利条約」を批准し、
障害者の教育や福祉、就労条件の改善を図っている。
しかし中国の特別支援教育には改善の課題も多い。そ
の一つは地方の教育の遅れである。近年、都市の教育
は充実してきているが、農村や山岳部では学校へ満足
に通えない障害児もいる。2009年の中国障害者連合会
調査結果によると、障害児人口の４割は都市部に在住
し、その就学率は84％であった。これに対して、６割
を占める農村部の就学率は64％にとどまっている(呂,
2012)。都市部と農村部では教育格差があり、農村部の
障害児の入学状況は厳しいことがうかがえる。また特
別支援教育に関する教師の専門性が低く、地方では知
識のある教師が不足している。「中国の特別支援学校に
勤めている教員の現状」(王雁，2011)によると、特別
支援教育を専攻して学んだ教師は31．9%に限られてい
る。特に中部地方(河南省、山西省等)の状況が厳しい
ことが示されている。
２.中国の特別支援教育におけるICT導入への期待
一方、中国ではコンピュータやインターネットなど
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With the development and advancement of science and technology,computer and network has been
 
widely used in education. Specifically, in the field of special education, the utilization of ICT could
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students who live far away or unable to move freely can have the access to have classes.However,
problems still exist in the ICT utilization in China’s special education.For example, the application of
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this paper, we investigated teacher’s ability to use ICT in China’s special education through
 
questionnaire.Through the comparison between China and Japan,we found out the advantages and
 
defects of ICT use in China. Our objectives were to understand the current situation of teachers’
ability to use ICT, find out the existing problems and provide a theoretical basis for the future ICT
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の教育利用が積極的に展開されている。最近は通常の
学級で機器の導入が進み、教師も利用に熱心である。
他の先進諸国と比べても教育のICT化が加速している。
しかし、特別支援教育分野でICT活用の実例がまだ少
ない。その原因は障害児の学校や施設ではICTの環境
が未整備で、利用効果も十分理解されていないことに
あると思われる。また、特別支援教育におけるICTの活
用の研究者も少数である。
インターネットの利用によって病院や施設の中の障
害児や、山岳部など遠隔地で生活する障害児にも教材
や情報を届けることが可能になる。病院に入院する子
どもたちは、それまで在籍していたクラスの友達との
関係に変化が生じることが懸念される。そんな時にテ
レビ電話で友達とコミュニケーションをとることや、
クラスメートと一緒に授業を受けることがコンピュー
タやタブレット端末を使えば実現できる。これらもイ
ンクルージョン教育の一部分ではないかと考えられる。
また、障害児は、視覚や聴覚、言語等の問題により、
話すことや聞くこと、書くことや読むことに困難があ
る。コンピュータ等の情報技術はこうした活動を補う
効果がある。特に中国のように広大な領土の国家では、
専門の教師が不足、地方と都市部の教育、情報の格差
があるので、インターネットやICTの活用がより重要
だと思われる。
３.中国特別支援教育におけるICT活用に関する課題
先に述べたように、中国の特別支援教育は都市部と
農村部の格差が大きい。障害児の教育に関して専門的
な知識や技術をもつ教師が不足しているなど様々な問
題点が存在している。一方、経済の発展とともに中国
のインターネット利用者は急速に増加している。特に
この２年間で携帯電話によりインターネットを利用す
る人口は驚くべき増加を示した(中国 展中心，
2013)。その中にはスマートフォンの所有者も少なくな
い。このような全体的な情報技術の利用環境を見ると、
中国の特別支援教育の分野でインターネットやコンピ
ュータ、携帯情報端末を利用できる可能性は高いと考
えられる。ICTの活用によって都市部の専門性が高い
教師から農村部の教師や保護者、さらに児童生徒へ情
報を発信し、テレビ会議の形式で授業を発展させれば、
教育格差と教師不足の問題をある程度は改善すること
ができると考えている。都市部の障害児と農村部の障
害児の交流も可能である。また、ICTを活用することで
授業を多様化させ、学習効果も向上させることができ
ると考えられる。
しかし、中国の特別支援教育の実態を見れば、ICTを
活用していく過程でいくつの問題点を予測できる。そ
の一つは教師の指導力不足である。中国では通常の学
級でのICT活用は盛んに研究されているが、特別支援
教育分野での実践研究は極めて少ない。これまで盲・
ろう学校において数例の実践報告がみられるものの、
ICTを導入して知的障害児を指導した実践例は調べた
範囲では見つけることができなかった。そのため中国
の国内では参考になる資料や指導例が少ない状態で、
教師は試行錯誤しながら指導法を模索しなければなら
ない。また、年齢が高い教師は機械を操作できないの
で新しい技術に対して抵抗感が強いかもしれない。教
員の指導力やICT活用の意識が低ければ高度な技術が
導入されても十分活用することができない。ICTの環
境を整備するとともに教員のICT活用の意識と指導力
を高めることが重要と考えられる。
?.目 的
本研究は、中国の特別支援学校におけるICT環境の
整備状況と、教員のICT活用能力及び指導力の現状を
明らかにするため、中国においてアンケート調査を実
施するものである。また中国と日本の現状を比較検討
することで、中国の特別支援教育におけるICTの効果
的な利用と教員研修等のあり方について提案の資料を
得ることを研究の目的とする。
?.方 法
１.調査対象
中国の京津冀地区に含まれる北京・天津・河北省の
３地域で調査を実施した。Ａ市の３校(１校は農村部の
知的障害児を対象とした学校、１校は都市部の知的障
害児を対象とした学校、１校は総合特別支援学校であ
る)、Ｂ市の３校(いずれも知的障害児を対象とした学
校)、及びＣ市の１校(ろう学校)で調査を行った。教員
に対する調査は、この７校に所属する180名の教員を対
象とした。
２.調査期間
2014年６月14日～2014年７月14日
３.調査方法及び回収率
日本の文部科学省(2012)による「学校のICT設備の
整備状況のアンケート」及び「教員のICT活用指導力の
基準(チェックリスト)」を中国語に翻訳したアンケー
トを利用し、比較調査を行った。各学校の学校長に依
頼し、承諾を得て、教頭を通じて教員用アンケートを
配布した。学校用アンケートは教頭あるいはICTを担
当する教員に記入を依頼した。回収方法については、
４校は当日に回収し、２校は後日に学校を再訪問して
回収した。また１校は郵送で回収した。学校用アンケ
ートは７校すべてから回答を得て、回収率は100％であ
った。教員用アンケートは180部を配布し、171部を回
収した(回収率95.0%)。その内有効回答は168部で、有
効回答率は93.3％であった。
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４.調査内容
⑴学校用アンケート(管理者が記入)
①学校の基本情報(学校の種類、教員と学生の人数)
②ICT機器の整備状況(コンピュータ、データプロジ
ェクタ、 実物投影機、デジタルテレビ、電子黒板、デ
ジタルカメラ、ビデオカメラ)
⑵教員用のアンケート(教員個人が回答)
①プロフィール：所属、性別、年代
②中国語飜訳版「教員のICT活用指導力の基準(チェ
ックリスト)」日本の特別支援学校における調査の内容
に準じた。(表２を参照)
?.結 果
１.学校用アンケート
⑴中国京津冀地区における特別支援学校７校のICT
整備状況
表1-1は、調査の基本情報及び学校のICT設備の整備
状況についてアンケートの集計結果を示したものであ
る。また比較対象として、2013年９月に日本の文部科
学省が公表した「学校における教育の情報化の実態等
に関する調査」の結果を同表中に示した。
本調査では、中国の特別支援学校における教育用コ
ンピュータ１台当たりの児童生徒数は、13.8人という
結果であった。日本の全国調査の結果では3.8人であ
り、中国では１台当たりの児童数が日本より３倍程度
多かった。また教員の校務用コンピュータの整備率は
中国と日本では差が大きい。日本では99.03％と極めて
高い整備率であることに対して、中国では13.67％とい
う結果であった。コンピュータの設置状況は日本の特
別支援学校は中国に比べて充実しているといえる。し
かしながら１校当たりの電子黒板の数とプロジェクタ
の数、及び実物投影機の数については、それぞれ中国
は11.1台、15.9台、8.1台であり、日本の1.6台、5.2
台、1.6台と比べて３～５倍程度多い台数を保有してい
た。また１校当たりのデジタルカメラとビデオカメラ
の数については、日本ではデジタルカメラの台数が多
く、中国ではビデオカメラの台数が日本よりも多い。
タブレット端末については、中国では７校の合計でわ
ずか２台が導入されているに過ぎなかった。
中国の特別支援学校において電子黒板やプロジェク
タ、実物投影機などの台数が多いことは、これらがい
ずれも授業で資料を提示するために使われる機器であ
ることから、中国ではICTが主として教師の一斉指導
を補助する教具として利用されていると考えられる。
一方、日本ではコンピュータやタブレット端末などの
機器が多く、これらは児童生徒が授業で個別に利用す
るものであり、児童生徒用の教材や学習機器として学
校に普及していると考えられる。タブレット端末は、
まだ市場に登場して間もないが、子どもの個別利用に
適しているため、日本ではすでに教育現場への導入が
進んでいる。しかし、中国の特別支援学校では、一人
一人の子どもが機器を使うような授業の展開が少ない
ため、タブレット端末はまだほとんど利用されていな
い。
⑵Ａ市とＢ市のICT整備状況の比較
表1-2は、Ａ市の特別支援学校３校と、Ｂ市の特別支
援学校３校のICT整備状況を比較したものである。な
おＣ市では調査対象がろう学校１校のみであったため、
ここでは集計から除外した。Ａ市の３校の特別支援学
校に在籍する児童生徒数は661人で、教員数は156人で
あった。Ｂ市の３校の児童生徒数は306人であり、教員
数は87人であった。Ａ市の学校は、Ｂ市の学校に比べ
て約２倍の人数規模であるといえる。
教育用コンピュータの総台数は、Ａ市では９台、Ｂ
市では59台であった。教育用コンピュータ１台当たり
の児童生徒数は、Ａ市は67.9人であり、Ｂ市は5.2人で
あった。また教務用コンピュータの総台数は、Ａ市は
10台(整備率6.41％)であり、Ｂ市は26台(整備率29.89
％)であった。Ａ市とＢ市の整備状況を比べると、Ｂ市
の方が充実しているといえる。特に教育用コンピュー
タは、Ｂ市では日本の教育環境に近い数字を示してい
るが、Ａ市は児童生徒がコンピュータを利用して学習
できる状況になっていない。
電子黒板については、Ａ市は１校あたり13.7台、Ｂ
市は15.3台を保有している。日本では全国平均で１校
あたり1.6台を有するに過ぎないので、電子黒板の整備
状況は、両市とも日本の現状より進んでいるといえる。
またプロジェクタの設置についても、Ａ市は１校あた
り21.3台、Ｂ市は15.3台を保有し、日本の5.2台よりも
充実している。
これらの結果から、中国の特別支援学校では、コン
ピュータの整備状況には地域差が大きいことが明らか
になった。児童生徒が学校で機器を利用して学習でき
る環境が整えられている地域と、児童生徒が個別に機
器を利用することができない状況の地域がある。一方、
教師が授業で教材を提示するための電子黒板やプロジ
ェクタなどの機器は、中国では広域で整備が進んでい
る。したがってICTの整備状況の地域差は、教育予算な
ど経済的な問題を単純に反映したものというより、特
別支援学校においてICTをどのような目的で利用する
かという教育観の影響があり、障害児の教育方法の普
及にも地域があると考えられる。iPadなどのタブレッ
ト端末がほとんど学校に普及していない状況は、障害
のある児童生徒が自分で機器を操作して学習するよう
な教育方法が中国ではまだ定着していないことを反映
していると思われる。
２.教員のICT活用指導力チェックリスト
⑴回答者のプロフィール
回答者168人が担当する障害の種類による内訳は、知
中国の特別支援学校における教員のICT活用指導力に関する調査
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的障害の担当教員70人、視覚障害の担当教員44人、聴
覚障害の担当教員22人、重複障害の担当教員が32人で
あった。性別は、男性25人、女性139人、未記入４人で
あった。年代は、20歳未満１人、20歳代62人、30歳代
51人、40歳代42人、50歳代７人、未記入５人であった。
⑵教員のICT活用指導力に関する日中の比較
表２は、日本の文部科学省による「教員のICT活用指
導力の基準(チェックリスト)」の特別支援学校におけ
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表1-1 特別支援学校のICT整備状況に関する中国と日本の比較
表1-2 中国Ａ市とＢ市の特別支援学校におけるICT整備状況の比較
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中国の特別支援学校における教員のICT活用指導力に関する調査
表２ 中国の特別支援学校における「教員のICT活用指導力チェックリスト」の調査結果と日本の調査結果との比較
※日本の調査結果は文部科学省(2013)「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」による。
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る全国調査の結果と、同アンケートを中国語に翻訳し、
中国の京津冀地区(北京・天津・河北省)の７校で実施
した本研究の調査結果を対比して示したものである。
文部科学省の集計に準じて、「わりにできる」もしくは
「ややできる」を選択した回答を肯定的な自己評価と
してまとめ、「あまりできない」もしくは「ほとんどで
きない」を選択した回答を否定的な自己評価としてま
とめて集計した。
Ａ項目「教材研究・指導の準備・評価などにICTを活
用する能力」の項目全体の平均をみると、「わりにでき
る」もしくは「ややできる」と回答した中国の特別支
援学校の教員は79.3％であった。文部科学省の調査で
は、日本の特別支援学校の教員による同回答は78.6％
と報告されており、Ａ項目について両国の教員の自己
評価は近似している。
Ｂ項目「授業中にICTを活用して指導する能力」の項
目の平均は、「わりにできる」もしくは「ややできる」
と回答した中国の教員は85.9％であった。日本の教員
による同回答の66.8％と比べて約20％の差があり、Ｂ
項目に関しては中国の教員の自己評価が日本の教員よ
り肯定的であるといえる。
Ｃ項目「児童のICT活用を指導する能力」の項目で
は、「わりにできる」もしくは「ややできる」と答えた
中国の教員は47.9％であった。日本の教員の同回答は
57.7％である。Ｃ項目に対する自己評価は、両国の教
員とも他の項目と比べて最もポイントが低い。また中
国の教員は日本の教員よりさらに10％ほど低く、６項
目の中で唯一肯定的な回答が半数を下まわっている。
中国の教員にとって苦手な領域であることがうかがえ
る。
Ｄ項目「情報モラルなどを指導する能力」の項目で
は、「わりにできる」もしくは「ややできる」と答えた
中国の教員は59.5％であった。日本の教員の同回答は
64.4％で、中国の教員よりも５％ほど高いが、両国と
もＣ項目に次いで積極的な回答の割合が低い項目とい
える。
Ｅ項目「校務にICTを活用する能力」の項目では、「わ
りにできる」もしくは「ややできる」と答えた中国の
教員は75.6％であった。日本の教員の同回答は72.0％
で、両国の数値は近似している。
回答結果の全体をみると、中国の教員はＡ項目とＢ
項目及びＥ項目に対して自己評価が肯定的であり、自
身の職務にICTを利用する能力や、授業で教具として
ICTを活用する能力に対して自信を持っている。特に
Ｂ項目「授業中にICTを活用して指導する能力」につい
ては、日本の教員よりも積極的な取り組みの姿勢がう
かがえる。しかし、Ｃ項目とＤ項目の２領域では自己
評価が低く、児童生徒のICT活用を指導することや、情
報モラルを指導することなど、障害のある子どもの
ICTリテラシーを高める取り組みには自信がなく、消
極的な状況であることが示されている。
これらの結果を、ICT整備状況の調査結果とあわせ
てみると、中国の特別支援学校では電子黒板やプロジ
ェクタ、実物投影機といった教師用の教具はICTが進
んでおり、日本よりも整備率が高かった。Ｂ項目で中
国の教員の自己評価が高かったことに対応していると
考えられる。また、中国の特別支援学校ではコンピュ
ータやタブレット端末の整備状況は日本よりも遅れて
おり、その理由として児童生徒が個別に機器を利用す
るような授業が中国の特別支援学校では広く行われて
いないことが考えられる。このことはＣ項目に対する
中国の教師の自己評価が否定的であることに対応して
いる。
Ｃ項目及びＤ項目に対する日本の教員の自己評価は、
中国の教員よりやや肯定的であるが、その差は大きな
ものではなく、中国の教員と同じくＡ項目やＥ項目の
ようにICTを自身の職務に利用することへの自信と比
べると評価が低い項目となっている。このことは、特
別支援学校における情報教育が確立されておらず、障
害を有する児童生徒に対するICTリテラシーの教育が、
中国と日本の両国において共通の課題であることが示
唆されている。特に中国においては、今後の教員研修
の在り方を見直し、児童生徒のICT利用や情報モラル
に関する指導の知識と経験を強化することが必要と考
えられる。
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